
岩手県市町村総合事務組合規則第３号（令和７年３月25日公布） 

 

   市町村職員退職手当支給条例施行規則の一部を改正する規則 

第１条 市町村職員退職手当支給条例施行規則（平成元年岩手県市町村総合事務組合規則

第12号）の一部を次のように改正する。 

改   正   前 改   正   後 
 
別記様式第14号（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
別記様式第15号の３（第15条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
別記様式第14号（第13条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
別記様式第15号の３（第15条関係） 

 
 

 



改   正   前 改   正   後 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第24号の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第24号の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第24号の３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第24号の３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 
 
別記様式第25号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
別記様式第25号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
 

第２条 市町村職員退職手当支給条例施行規則の一部を次のように改正する。 

改   正   前 改   正   後 
 
 （支給条例第13条第４項の規則で定める事

業） 

第11条の２ 支給条例第13条第４項の規則で

定める事業は、次の各号のいずれかに該当

するものとする。 

 (1) （略） 

 (2) その事業について当該事業を実施する

受給資格者が第26条第１項に規定する就

業手当又は再就職手当の支給を受けたも

の 

 (3) （略） 

 
 （支給条例第13条第４項の規則で定める事

業） 

第11条の２ 支給条例第13条第４項の規則で

定める事業は、次の各号のいずれかに該当

するものとする。 

 (1) （略） 

 (2) その事業について当該事業を実施する

受給資格者が第26条第１項に規定する再

就職手当の支給を受けたもの 

 

 (3) （略） 
 



改   正   前 改   正   後 
 
 （就業促進手当等に相当する退職手当の支

給手続） 

第26条 受給資格者又は支給条例第13条第14

項に規定する者は、同条第11項第４号から

第６号までの規定による退職手当の支給を

受けようとするときは、同項第４号の規定

による退職手当のうち雇用保険法第56条の

３第１項第１号イに該当する者に係る就業

促進手当（以下「就業手当」という。）に

相当する退職手当にあっては就業手当に相

当する退職手当支給申請書（別記様式第24

号）に、同号ロに該当する者に係る就業促

進手当（雇用保険法施行規則（昭和50年労

働省令第３号）第83条の４に規定する就業

促進定着手当（以下「就業促進定着手当」

という。）を除く。以下「再就職手当」と

いう。）に相当する退職手当にあっては再

就職手当に相当する退職手当支給申請書（

別記様式第24号の２）に、同号ロに該当す

る者に係る就業促進手当（就業促進定着手

当に限る。）に相当する退職手当にあって

は就業促進定着手当に相当する退職手当支

給申請書（別記様式第24号の３）に、同項

第２号に該当する者に係る就業促進手当（

以下「常用就職支度手当」という。）に相

当する退職手当にあっては常用就職支度手

当に相当する退職手当支給申請書（別記様

式第25号）に、支給条例第13条第11項第５

号の規定による退職手当にあっては移転費

に相当する退職手当支給申請書（別記様式

第26号）に、同項第６号の規定による退職

手当のうち雇用保険法第59条第１項第１号

に該当する行為をする者に係る求職活動支

援費に相当する退職手当にあっては求職活

動支援費（広域求職活動費）に相当する退

職手当支給申請書（別記様式第27号）に、

同項第２号に該当する行為をする者に係る 

 
 （就業促進手当等に相当する退職手当の支

給手続） 

第26条 受給資格者又は支給条例第13条第14

項に規定する者は、同条第11項第４号から

第６号までの規定による退職手当の支給を

受けようとするときは、同項第４号の規定

による退職手当のうち雇用保険法第56条の

３第１項第１号に該当する者に係る就業促

進手当（雇用保険法施行規則（昭和50年労

働省令第３号）第83条の４に規定する就業

促進定着手当（以下「就業促進定着手当」

という。）を除く。以下「再就職手当」と

いう。）に相当する退職手当にあっては再

就職手当に相当する退職手当支給申請書（

別記様式第24号）に、同号に該当する者に

係る就業促進手当（就業促進定着手当に限

る。）に相当する退職手当にあっては就業

促進定着手当に相当する退職手当支給申請

書（別記様式第24号の２）に、同項第２号

に該当する者に係る就業促進手当（以下「

常用就職支度手当」という。）に相当する

退職手当にあっては常用就職支度手当に相

当する退職手当支給申請書（別記様式第25

号）に、支給条例第13条第11項第５号の規

定による退職手当にあっては移転費に相当

する退職手当支給申請書（別記様式第26号

）に、同項第６号の規定による退職手当の

うち雇用保険法第59条第１項第１号に該当

する行為をする者に係る求職活動支援費に

相当する退職手当にあっては求職活動支援

費（広域求職活動費）に相当する退職手当

支給申請書（別記様式第27号）に、同項第

２号に該当する行為をする者に係る求職活

動支援費に相当する退職手当にあっては求

職活動支援費（短期訓練受講費）に相当す

る退職手当支給申請書（別記様式第27号の

２）に、同項第３号に該当する行為をする 



改   正   前 改   正   後 
 
 求職活動支援費に相当する退職手当にあっ

ては求職活動支援費（短期訓練受講費）に

相当する退職手当支給申請書（別記様式第

27号の２）に、同項第３号に該当する行為

をする者に係る求職活動支援費に相当する

退職手当にあっては、求職活動支援費（求

職活動関係役務利用費）に相当する退職手

当支給申請書（別記様式第27号の３）にそ

れぞれ受給資格証、高年齢受給資格証又は

特例受給資格証を添えて管理者に提出しな

ければならない。ただし、受給資格証、高

年齢受給資格証又は特例受給資格証を提出

することができないことについて正当な理

由があるときは、これを添えないことがで

きる。 

２ （略） 

 
 者に係る求職活動支援費に相当する退職手

当にあっては、求職活動支援費（求職活動

関係役務利用費）に相当する退職手当支給

申請書（別記様式第27号の３）にそれぞれ

受給資格証、高年齢受給資格証又は特例受

給資格証を添えて管理者に提出しなければ

ならない。ただし、受給資格証、高年齢受

給資格証又は特例受給資格証を提出するこ

とができないことについて正当な理由があ

るときは、これを添えないことができる。 

 

 

 

 

 

２ （略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

  別記様式第24号を削り、別記様式第24号の２を別記様式第24号とし、別記様式第24号

の３を別記様式第24号の２とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は令和７年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定の施行の際現に提出され、又は交付されている第１条の規定による改正

前の市町村職員退職手当支給条例施行規則の様式（次項において「旧様式」という。）

により使用されている書類は、第１条の規定による改正後の市町村職員退職手当支給条

例施行規則の様式によるものとみなす。 

３ 第１条の規定の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。 


